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１.平成２１年３月期第１四半期の連結業績（平成２０年４月１日～平成２０年６月３０日）

(１)連結経営成績(累計) （％表示は対前年同四半期増減率）

百万円　　％ 百万円　　％ 百万円　　％ 百万円　　％

 21年3月期第1四半期 １１，０７０ － ２３３ － ２５１ － １００ － 

 20年3月期第1四半期 １１，１７３ △2.3 ４２８ △ 7.7 ４４９ △ 5.6 △　６８ － 

   潜在株式調整後

 四半期純利益

    四半期純利益 　

     円       銭      円       銭

 21年3月期第1四半期  　５ 　　０１   ―        ―

 20年3月期第1四半期 △ ３　　 ４１   ―        ―

(２)連結財政状態

　　　　　　 百万円   　　　　　 百万円 ％ 円 　　銭

 21年3月期第1四半期 　 ２５，５８８ 　 １０，００２ ４９８　 ４１

　　20年3月期 　 ２３，３３８ 　 　９，９９０ ４９８ 　４４

（参考）　自己資本 ２１年３月期第１四半期 ９，９８９百万円 ２０年３月期 ９，９９０百万円

２．配当の状況

四半期末 四半期末 四半期末

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 20年3月期 － － ０ ００ － － ７ ００ ７ ００

 21年3月期 － －

 21年3月期(予想) ０ ００ － － ７ ００ ７ ００

（注）配当予想の当四半期における修正の有無　：　無

３．平成２１年３月期の連結業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

百万円　　％ 百万円　　％ 百万円　　％ 百万円　　％ 円 銭

 ２１,５００  － 　 ３２０  － 　 ３６０  － 　 １９０  － 　９　４８

 ４３,５００ 3.5 　 ８００   △3.0 　 ８５０   △4.4 　 ４５０　 154.2 ２２　４５

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無　：　無
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　 ： 無

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる

　　　重要な事項等の変更に記載されるもの）

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

② ①以外の変更 ： 有

（注）詳細は、３ページ及び４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

　　① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期 20,102,000 株 20年3月期 20,102,000 株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期 59,770 株 20年3月期 58,401 株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期 20,042,744 株 20年3月期第1四半期 20,051,753 株

　　＊業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　　 1．上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、

　　 今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

     2．当連結会計年度より｢四半期財務諸表に関する会計基準｣(企業会計基準第12号)及び｢四半期財務諸表に関する会計

     基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、｢四半期連結財務諸表規則｣に従い四半

　　 期連結財務諸表を作成しております。

－２－
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【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報
　　当第１四半期におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速懸念や金融
　資本市場の混乱が続く中、原油価格や原材料価格の高騰により企業収益が低下し、ガソリンや食料品等の
　値上げによる影響から個人消費も鈍化しており、景気の先行きに減速感が強まりました。
　　当スポーツ用品業界におきましても、少子高齢化や物価上昇の影響による個人消費の低迷に加え、販売
　競争の激化、流通構造の変化等もあり、大変厳しい状況が続いております。
　　このような状況の中で当社グループは、｢プロ化の徹底｣を通じ計画執行力を高め、①自社品の拡充、②
　外商・スクール、アスレマーケットへの対応強化、③ライフスタイルマーケットへの対応強化、④ボディ
　ケアマーケットへの対応強化、⑤コスト競争力の強化を課題に取り組み、業績向上に努めてまいりました。
　　この結果、当第１四半期の売上高は11,070百万円（前年同期比0.9％減）、営業利益は233百万円(同45.6
　％減）、経常利益は251百万円（同44.0％減）、四半期純利益は100百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報
(資産、負債、純資産の状況)
　　当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,249百万円増加し、25,588百万円となりました。
　この主な要因は、現金及び預金の増加938百万円、受取手形及び売掛金の増加200百万円、棚卸資産の増加
　935百万円等により、流動資産が2,202百万円増加したことによるものであります。
　　負債合計は、前連結会計年度末に比べ2,237百万円増加し、15,585百万円となりました。この主な要因は、
　支払手形及び買掛金の増加2,158百万円、短期借入金の増加133百万円等により、流動負債が2,203百万円増
　加したことによるものであります。
　　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ11百万円増加し、10,002百万円となりました。この主な要因は、
　株主資本が40百万円減少したものの、評価・換算差額等の増加38百万円や少数株主持分の増加13百万円が
　あったことによるものであります。これらの結果、自己資本比率は39.0%となりました。
(キャッシュ・フローの状況)
　　当第１四半期における現金及び現金同等物(以下｢資金｣という。)は、営業活動により921百万円獲得し、
　投資活動により３百万円使用し、財務活動により20百万円獲得した結果、当第１四半期における残高は、
　4,004百万円となり、前連結会計年度末に比べ938百万円増加いたしました。
　　営業活動の結果得られた資金は、921百万円となりました。これは主に、売上債権の増加200百万円や棚
　卸資産の増加935百万円による支出があったものの、仕入債務の増加2,158百万円による収入があったこと
　等によるものであります。
　　投資活動の結果使用した資金は、３百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出
　12百万円があったものの、貸付金の回収による収入５百万円があったこと等によるものであります。
　　財務活動の結果得られた資金は、20百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出67
　百万円や配当金の支払額125百万円があったものの、短期借入金純増額100百万円や長期借入れによる収入
　100百万円があったこと等によるものであります。

３．連結業績予想に関する定性的情報
　　当社を取り巻く経営環境は、原油価格・原材料価格高騰の影響によるコストアップやこれに伴う物価の
　上昇による個人消費の低迷など、経営環境は厳しい状況が続くものと予想されます。
　　このような状況のもと、当社グループは｢プロ化の徹底｣を通じ計画執行力を高め、５つの課題を克服す
　べく、グループ一丸となって業績向上に努めてまいります。
　　業績予想につきましては、現時点においては、平成20年５月15日発表時の連結業績予想に変更はありま
　せん。

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）
　　　該当事項はありません。
（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用
　　①棚卸資産の評価方法
　　　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実
　　　地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定する方法によっております。
　　②繰延税金資産の算定方法
　　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等 　
　　　の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予
　　　測やタックス・プラニングを利用する方法を適用しております。
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（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
    ①四半期財務諸表に関する会計基準の適用
    　当連結会計年度より｢四半期財務諸表に関する会計基準｣(企業会計基準第12号)及び｢四半期財務諸表に
      関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、｢四半期連結
　 　 財務諸表規則｣に従い四半期連結財務諸表を作成しております。
　　②棚卸資産の評価に関する会計基準の適用
　　　｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）
　　　を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（貸借対照表価額に
　　　ついては収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。
　　　　これによる損益に与える影響はありません。
　　③リース取引に関する会計基準の適用
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
　　　によっておりましたが、｢リース取引に関する会計基準｣(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業
　　　会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び｢リース取引に関する会計基準の適用指針｣ (企業
　　　会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30
　　　日改正))が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用すること
　　　ができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通
　　　常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
　　　るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　を採用しております。
　　　　なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に
　　　ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　　　　これによる損益に与える影響はありません。
（４）追加情報
　　　従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく連結会計年度末要支給額
　　　を引当計上しておりましたが、平成20年６月27日の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制
　　　度を廃止し、制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金は役員の退任時に支給することといたし
　　　ました。なお、打ち切り支給額の未払分358百万円については固定負債｢その他｣に含めて表示しており
　　　ます。

－４－
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５.四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円未満切り捨て）

（資 産 の 部）

Ⅰ 流   動   資   産

現 金 及 び 預 金 4,004 3,065

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 10,790 10,590

商 品 及 び 製 品 3,493 2,583

原 材 料 112 100

仕 掛 品 96 83

繰 延 税 金 資 産 336 306

そ の 他 211 118

貸 倒 引 当 金 △　　14 △　　19

　流 動 資 産 合 計 19,031 16,828

Ⅱ 固   定   資   産

建 物 及 び 構 築 物 1,805 1,828

土 地 2,443 2,443

そ の 他 161 150

　有形固定資産合計 4,411 4,422

そ の 他 47 47

　無形固定資産合計 47 47

投 資 有 価 証 券 1,089 1,038

長 期 貸 付 金 43 49

敷 金 520 515

繰 延 税 金 資 産 24 24

そ の 他 507 498

貸 倒 引 当 金 △　　99 △　　99

　投資その他の資産合計 2,086 2,026

 固 定 資 産 合 計 6,545 6,497

Ⅲ 繰   延   資   産

開 業 費 10 12

 繰 延 資 産 合 計 10 12

 資   産   合   計 25,588 23,338

前連結会計年度末に係る

（平成20年３月31日）

要約連結貸借対照表

百万円　

金 　  額

百万円　

当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

金  　 額

　科　　　　目

－５－
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（単位：百万円未満切り捨て）

（負 債 の 部）

Ⅰ 流   動   負   債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 11,215 9,056

短 期 借 入 金 904 770

未 払 法 人 税 等 175 327

未 払 消 費 税 等 34 65

賞 与 引 当 金 182 387

役 員 賞 与 引 当 金 － 25

そ の 他 901 576

　流 動 負 債 合 計 13,412 11,209

Ⅱ 固   定   負   債

長 期 借 入 金 672 673

繰 延 税 金 負 債 152 127

退 職 給 付 引 当 金 297 294

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 － 361

そ の 他 1,051 682

　固 定 負 債 合 計 2,172 2,138

 負   債   合   計 15,585 13,347

（純 資 産 の 部）

Ⅰ 株　主　資　本

資 本 金 1,005 1,005

資 本 剰 余 金 2,968 2,968

利 益 剰 余 金 5,648 5,688

自 己 株 式 　　△　 13 　　△　 13

  株 主 資 本 合 計 9,608 9,648

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 380 343

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △　　0 △　　1

  評価・換算差額等合計 380 341

（少数株主持分）

　少　数　株　主　持　分 13 －

10,002 9,990

 負債・純資産合計 25,588 23,338

当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

 純 資 産 合 計

金  　 額

　科　　　　目

百万円　

前連結会計年度末に係る

（平成20年３月31日）

要約連結貸借対照表

百万円　

金 　  額

－６－
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（２）四半期連結損益計算書

　　（第１四半期連結累計期間）

（単位：百万円未満切り捨て）

百万円　

Ⅰ 売    上    高 11,070

Ⅱ 売  上  原  価 8,617

売 上 総 利 益 2,453

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,220

営 業 利 益 233

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 10

賃 貸 料 9

そ の 他 14

営 業 外 収 益 合 計 34

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 6

売 上 割 引 7

そ の 他 1

営 業 外 費 用 合 計 15

経 常 利 益 251

Ⅵ 特  別  利  益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 6

特 別 利 益 合 計 6

Ⅶ 特  別  損  失

固 定 資 産 除 却 損 4

有 価 証 券 評 価 損 8

そ の 他 0

特 別 損 失 合 計 14

244

177

△　32

△　 1

100四 半 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当第１四半期連結累計期間

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

少 数 株 主 損 失

金   　　額

　科　　　　目
　　　(自　平成20年４月１日
       至　平成20年６月30日)

－７－
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円未満切り捨て）

　　　              期         別 　　当第１四半期連結累計期間

 　　  科        目

金     額

百万円　

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 244

　減   価    償    却     費 47

　貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △ 5

　賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 204

　役 員 賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 25

　退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 3

　役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額 △ 361

　受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 10

　支      払      利      息 6

　有 形 固 定 資 産 除 却 損 0

　投 資 有 価 証 券 評 価 損 8

　売  上  債  権  の 増  加  額 △ 200

　棚  卸  資  産  の 増  加  額 △ 935

　仕  入  債  務  の 増  加  額 2,158

　未 払 消 費 税 等 の 減 少 額 △ 31

　そ          の          他 545

       小        計 1,240

　利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 10

　利    息   の   支  払  額 △ 6

　法  人  税  等 の 支 払 額 △ 322

   営業活動によるキャッシュ・フロー 921

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 12

　投資有価証券の取得による支出 △ 1

　貸 付 金 の 回 収 による収入 5

　そ           の          他 4

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　短 期 借 入 金 純 増 額 100

　長 期 借 入 れ に よ る 収 入 100

　長 期 借 入 金の返済による支出 △ 67

　配   当   金  の  支  払  額 △ 125

　少数株主からの払込による収入 14

　そ           の           他 △ 0

   財務活動によるキャッシュ・フロー 20

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 938

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 3,065

Ⅶ 現金及び現金同等物四半期末残高 4,004

　　(自　平成20年４月１日
     至　平成20年６月30日)

－８－



ゼット株式会社（8135）平成21年3月期　第1四半期決算短信

　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸

表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－９－
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「参考資料」

前四半期にかかる財務諸表等

 (１)（要約）四半期連結損益計算書

（単位：百万円未満切り捨て）

百万円　

Ⅰ 売    上    高 11,173

Ⅱ 売  上  原  価 8,626

売 上 総 利 益 2,547

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,118

営 業 利 益 428

Ⅳ 営 業 外 収 益 37

Ⅴ 営 業 外 費 用 16

経 常 利 益 449

Ⅵ 特  別  利  益 0

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0

Ⅶ 特  別  損  失 341

役 員 退 職 慰 労 金 11

過年度役員退職慰労引当金繰入額 330

107

275

△　99

68

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

金   　　額

　科　　　　目
   　  （平成20年３月期
    　   第１四半期)

四 半 期 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

前年同四半期

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

－１０－
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 (２)（要約）四半期連結キャッシュ･フロー計算書

（単位：百万円未満切り捨て）

　　　              期         別 　　　　　　前年同四半期

　　（平成20年３月期

　　　第１四半期）

 　　  科        目

金     額

百万円　

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 107

　減   価    償    却     費 49

　貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 1

　賞 与 引 当 金 の 増 加 額 188

　役 員 賞 与 引 当 金 の 減 少 額 △ 27

　退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △ 5

　役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額 337

　受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 9

　支      払      利      息 6

　売  上  債  権  の 増  加  額 △ 10

　棚  卸  資  産  の 増  加  額 △ 64

　仕  入  債  務  の 増  加  額 1,191

　未 払 消 費 税 等 の 増 加 額 29

　そ          の          他 △ 151

       小        計 1,643

　利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 9

　利    息   の   支  払  額 △ 6

　法  人  税  等 の 支 払 額 △ 201

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,444

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 363

　投資有価証券の取得による支出 △ 1

　貸　付　け　に　よ　る　支出 △ 5

　貸 付 金 の 回 収 による収入 1

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 368

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ 136

　配  当  金  の  支  払  額 △ 124

　そ         の           他 △ 0

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 260

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 815

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 2,797

Ⅶ 現金及び現金同等物四半期末残高 3,612

－１１－


